
声　　　　　明
１　本日，東京地方裁判所民事第１９部（青野洋士裁判長）は，都立学校の教職員ら６６名が，卒業式等の国歌斉唱時に１０・２３通達及びこれに基づく校長の職務命令に従って起立斉唱・ピアノ伴奏しなかったことを理由としてなされた懲戒処分（戒告４８名，減給２２名，停職１名）につき，懲戒処分の取消し等を求めた事件（東京「君が代」裁判２次訴訟）について，教職員らの訴えを全面的に斥ける判決を言い渡した。
　　事案を同じくする本件に先行する訴訟（東京「君が代」裁判１次訴訟）において本年３月１０日に東京高等裁判所において，都教委の処分裁量の逸脱濫用を認め原告ら１６７名全員の処分の取消しを命じる判決が言い渡されている。また，一連の最高裁判決においても，補足意見及び反対意見において，義務付けの合憲性とは別途，義務違反に対する懲戒処分について処分裁量が問題となることが指摘されている。

　　にもかかわらず，本日の判決は，安易に処分裁量について行政庁の判断を追認した不当判決であると言わざるを得ない。
２　本件は，東京都教育委員会（都教委）が２００３年１０月２３日付けで全都立学校の校長らに卒業式等の実施指針通り行うことを求める通達を発し（10･23通達），その実施指針において，各学校長に対し卒業式・入学式等において国歌斉唱時に教職員らが指定された席で国旗に向かって起立し，国歌を斉唱すること等を徹底するよう命じるなど国家シンボルである「国歌」の起立斉唱（ピアノ伴奏）の強制を進める中で起きた事件である。
　　原告らは，歴史観・人生観・宗教観などあるいは長年の教育経験などから，都教委による「国家シンボルの強制」は，国家に対して敬意を表する態度を示すことを強制することであり，教育の場で画一的に国家への敬意を表す態度を強制されることは，教育の本質に反し，許されないという思いから，校長の職務命令に従って国歌を起立斉唱（ピアノ伴奏）することができなかったものである。このような原告ら教職員に対し，都教委は「国家へ敬意を表する態度」を取らなかったこと，すなわち国歌を起立斉唱しなかったことを理由として原告らに対し戒告・減給の懲戒処分を科してきた。
　　なお，このような懲戒処分は毎年，卒業式・入学式のたびに繰り返され，10・23通達以降，本日まで，職務命令違反として懲戒処分された教職員は，のべ４３７名にのぼる。
３　判決は，国歌斉唱時の起立等を命じる校長の職務命令が憲法１９条に違反するかという争点については，本年５月３０日以降に下された一連の最高裁判決と同様に，起立斉唱が命じられることは，原告らの思想・良心を直接否定するものではないが，原告らの世界観，歴史観，信条等と異なる外部的行為が強制される点で思想良心に対する間接的な制約に当たると判断した。その上で，そのような間接的な制約については，制約の目的及び内容と制約の態様等を比較考量して，「当該職務命令に制約を許容し得る程度の必要性及び合理性が認められるか否か」を判断基準として，教職員に対する国歌斉唱の義務付けは必要性及び合理性が認められるとして，憲法１９条違反とは認めなかった。
また，判決は，学習指導要領の国旗国歌条項を教師に国歌斉唱の指導義務を負わせたものと解し，そのような教育指導が徹底されていないとして本件通達発出の必要性を認め，さらに，教職員に対して起立斉唱を求めることは教育指導の方法として合理性が認められるとして，改定前教育基本法１０条の「不当な支配」にあたらないと判示した。
　　さらに判決は，原告らの行為によって卒業式等の進行に具体的な支障がなかったとしても軽微な非違行為とは言えず，不起立等が職務命令違反・信用失墜行為に該当することは否定できない以上，都教委がなした懲戒処分は，社会通念上著しく妥当を欠くとはいえないとして，裁量権の逸脱濫用にはあたらないと判断した。
４　わたしたちは，このような不当判決に対し，強く抗議の意思を表明するとともに，判決に対し控訴を提起し，本日の判決を覆すべく上級審での闘いを続けていく。
　　判決が，一連の最高裁判決にしたがって，思想良心の自由に対する制約の合憲性判断について，「必要性・合理性」という極めて緩やかな基準による審査で足りるとした点は，人権保障をゆるがせにするものとして容認することはできない。

　　また，「秩序を確保して式典の円滑な進行を図ること」あるいは「国歌の起立斉唱について慣例上の儀礼上の所作と位置付けること」，さらに「公務員の法令順守義務」を強調するなど，秩序を優先して個人の人権を蔑ろにする判決であると言わざるを得ない。
　　さらに，今日の判決では，教育行政機関である都教委が教育内容を決定し，その内容の教育活動を各学校が実施することを強要することになり，教育基本法10条が「不当な支配」の禁止を定めた趣旨を没却することになることは明らかであろう。

　　加えて，判決が，本件不起立等が卒業式等の円滑な進行を妨げるものではないとしながら処分裁量の逸脱濫用がないと判断したことは，行政裁量に対する司法の統制機能を放棄したものと断ぜざるを得ない。
　　これまでの苛烈な教育現場に対する都教委の権力的統制に対し，司法が法と良識に基づいて歯止めを掛けることができなかったことは，誠に残念というほかない。
　　また，大阪府をはじめとする全国に，国歌の起立斉唱の義務づけが広がろうとしている中，司法が，安易に，公権力による国家への敬意の表明の強制である「国家シンボルの強制」を容認する姿勢を示したことは極めて憂慮すべき事態である。

　　しかし，そのような姿勢が誤っていることは，本訴訟の控訴審及び今後の関連訴訟において，遠からず明らかになるものと確信している。
　　今後とも，教育現場での「日の丸・君が代」の強制に反対するわたしたちの訴えに対し，皆様のご支援をぜひともいただきたく，広く呼びかける次第である。
　２０１１年７月２５日
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